
［別紙１］ 

「重大な企業不祥事の疑いを感知した際の監査役の対応に関する提言」 

アンケート調査結果の概要 
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［アンケートの目的等］ 

本アンケートは、昨年発生した大型企業不祥事を受けて、監査役向けに、不祥事の兆候（黄色信

号）を感知した場合の対応に関する提言を行うために実施したものである。二つの仮想ケースに関

し、それぞれのケースで自身が監査役だったらどう行動するかを問い、これに加え各位の意識や置

かれている環境について若干の質問を設けたものである。なお、単に選択肢のみではなく、自由記

入の回答欄を多く設けたが、これは回答者の本音を引き出し、ケース・スタディ委員会での検討に

活用させていただくだけではなく、回答者自身が回答を通じて、万一不祥事の黄色信号を感知した

場合の対応について強く意識していただくことを期待したものである。 
当協会に登録している会員 7,689 名（当時）に、インターネット方式で回答をお願いし、平成 24

年 5 月 11 日より 21 日間で 2,988 名（38.86％）より有効回答があった。 
 なお、アンケート結果の詳細については、別掲の「アンケート調査結果」を参照されたい（当協

会ホームページに掲載。http://www.kansa.or.jp/）。 
 
［ケース１］ 

 連結親会社の監査役が、「連結子会社が架空取引を行い、連結決算に重大な影響を与えるレベル

の長期滞留在庫が存在する疑いがある」との内部通報を受けた場合の対処（情報共有、報告、調査

等をいつ、どのように行うか）、特に決算発表期日が迫る中での対処について質問したものである。 

 
 問 1～2 では、内部通報を受けた場合の初

期対応について質問した。 
問１では「会社の内部監査部門に調査を指

示する」が 69.4％と約７割を占めており、次

に「内部通報担当部署に調査を指示する」が

34.9％あった。会社の内部統制部門との連携

を図ることは監査役の初期対応の一つとして

十分考えられる。 
また、「監査役自身が調査を行う」も 32.4％

と続いた。 
その調査の内容について質問した問２では、

「子会社の監査役に調査・説明を求める」と

の回答が 22.9％あった。子会社に関する不祥

事の疑惑であることから、子会社の監査役との連携も考慮すべきである。次に「親会社で子会社の

監督を担当する取締役に調査・説明を求める」との回答が 20.3％と続いた。なお、本ケースの想定

が「連結決算に重大な影響を与えるレベル」であることから、初期対応としての調査の結果、内部

通報に根拠がないことが明らかになった場合を除き、初期対応後速やかに会計監査人と情報を共有

し、連携を取りながら対処することが望まれる。 

問 1-1、問 1-3 

1. 監査役が主導して調査を行う 969

2. Ｘ社の内部通報担当部署に対し、A社の
調査を指示し、結果を報告するよう求める

1,042

3. Ｘ社でグループ内部監査を担当する部署
（グループ内部監査部）に対し、A社の調査を
指示し、結果を報告するよう求める

2,073

他1. X社の他の監査役と協議する、相談す
る

82

他2. X社の役員、担当取締役等に調査を依
頼する

35

他3. X社の社長に報告する、情報共有する 29

他4. A社の監査役に調査を依頼する 28

他5. X社の社長に指示を依頼する、対応を
要請する

22

他6. 弁護士、会計士、外部の専門家に調査
を依頼する

15

4. 特に何もしない 2

32.4%

34.9%

69.4%

2.7%

1.2%

1.0%

0.9%

0.7%

0.5%

0.1%

％は有効回答数2,988に
対する割合



 

2 
 

問 3 は、内部監査部門に調査を依頼したが、期限までに調査結果が報告されない場合の対処に関

する質問である。 
多くの回答者が、第一段階として、「調査状況を聞く」（59.2％）、「遅延理由を聞く」（16.8％）、「報

告を促す」（15.7％）等を行った上で、第二段階と

して「監査役自ら調査を行う」（12.8％）、「調査委

員会設置の働きかけ等を行う」（10.2％）との回

答であり、概ね考えられる対処が挙げられた。 
短期間で結論を出す必要がある場合には、直

接経営トップと話す（8.1％）ことも必要である

と同時に、内部監査部門に期限内に回答させる

ための工夫も必要であろう。 
 
問 4～5 は、決算発表が近づく中、執行部が調査委員会を立ち上げ短期間で調査させる場合の対

処を質問したものである。 
 上場会社の場合、決算発表（有価証券報告書や四半期報告書の提出）が迫ると、監理ポスト入り

や上場廃止等が念頭にある執行部は、調査・解明よりも、期日通りの提出を優先しがちとなり、監

査役にも圧力を掛けてくることもあり得る。 
 問 4-1 で X 社執行部が調査委員会に対し２週間で結論を出すよう求めた設例について、「X 社執

行部に対し調査委員会に十分な調査期間を与えるよう要請する」との回答が 31.9％、「２週間での

調査結果を中間報告とし、更に調査の継続を要請する」が 14.0％あった。 
 また、問 4-2 で調査委員会から架空取引の疑いはないとの結論が出されたものの、調査に制約が

あり結論を鵜呑みにし難いという設例について、「再調査をさせる」「実地検査する」「自ら調査を

行う」という調査を継続するとの回答が合計で約 60％を占めた。続いて「監査報告に留保意見を付

ける」が 37.8％であった。 
 
 なお、調査を継続した場合の調査期間について特に言及し

た回答を集計したところ、「２週間での調査結果を中間報告

として追加調査する」が 43.3％、「決算発表時期とは無関係

に調査を継続する」が 29.4%、「２週間で調査を終わらせる、

決算発表に間に合わせる」は 14.1％、「決算発表を延期して

調査する」が 13.2%となった。 
 
問 6 では、監査役が取締役(会)への報告義務（会社法 382

条）をいつの時点で果たすかについて質問した。 
 「架空取引がほぼ確実と思われるに至った時点」との回答が

50％を占めたが、「架空取引の疑いを持った時点」（26%）、「内

部通報を受けた時点」（19%）との回答も一定数存在している。 
時間的な余裕のある場合はほぼ確実になってからでも問題な

いであろうが、決算発表が迫っている場合、損失拡大が懸念さ

れる場合、証拠隠滅の虞がある場合等、緊急性が高い場合は早

めに報告することが求められるのではないだろうか。 
 

問 3(2)第 2段階 

問 4 

問 6-1、6-2 

1.二段階で調

査する、中間

報告と

追加調査

43%

2.調査期間を

延長、決算発

表とは無関係

に調査する

30%

3.二週間で終

わらせる、決

算発表に間に

合わせる

14%

4.決算発表を

延期して

調査する

13%

1.内部通報

を受けた時点

19%

2.疑いを持っ

た時点

26%

3.ほぼ確実と

思われるに

至った時点

50%

4.報告は

しない1%

5.その他

（問6-2）4%

1. 監査役自ら調査を行う 278

2. 調査委員会・第三者委員会を設置する 221

3. 調査を依頼する（社内か社外に） 158

4. 対応を検討する、状況に応じて判断 66

5. 取締役会で報告する 52

6. 弁護士や会計士に相談する 48

7. 他の監査役と協議する、監査役会を開く 42

8. 監査役が主導・指揮する 30

（小計） 895

12.8%

10.2%

7.3%

3.0%

2.4%

2.2%

1.9%

1.4%

％は有効回答数2,171
に対する割合
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［ケース２］ 

 会計監査人から、「連結純利益と同規模の投資額となる大規模な買収事案が、社長と CFO のみで

検討されているが、投資額、スキーム、評価プロセス等に不審な点が多い」との連絡を受けた直後

に、買収を決める取締役会が開催されるという状況にどう対処するか、さらにその後、この買収が

粉飾隠しではないかとの内部通報を受け調査を提言した役員の解任議案が取締役会に付議される

という事態が発生した場合に、どう対処するかを質問したものである。 

 
問 7～8 では、情報を入手した直後、取締役会の

開催前までの対応について質問した。 
 問７では、「監査役会を開催して対応を協議する」

が 79.1％、「案件内容の報告を求める」が 75.0％と

多数を占め、事案の性質からか「弁護士に相談する」

も 2 割近くに上った。一方で、取締役会での説明を

待つ、判断材料がない等の理由で「特に何もしない」

との回答もわずかではあるが存在した（0.8％）。 
 問 8-1 では、「監査役会と社長の話し合いの機会を

設ける」が 59.9％、「弁護士など外部専門家に相談

する」が 56.9％、「監査役会として取締役会決議に対する意見書を提出する」も 46.6%に達した。

また問 8-3 で取締役会の前に監査役会を開催して対応を協議するか否かを質問したところ、肯定の

回答が 96%に上った。これらの回答からは、事案が審議される取締役会に向けて、事前に情報を収

集し、監査役会を開催し、質問や意見の表明に関する分担や内容の確認等を行うことが重要との認

識となっていることが窺える。 
 
問 9 では取締役会での対応を質問した。 
(1)取締役会での質問内容について、上位

の回答は「買収先の業績見通し等」が 35.7％、

「買収価格の決定過程」が 27.0％、「買収価

格の計算根拠」が 14.8％、「社長と CFO の

みで買収を進めた理由」が 10.4％となった。

また、(2)取締役会で述べる意見内容につい

ては、「案件の見直しを進言する」が 28.3％、

「価格の妥当性に疑義を表明する」が

16.7％、「再調査を促す等」が 10.0％となっ

た。経営判断原則を逸脱していると判断さ

れた場合には、積極的な意思表示をすると

の姿勢が表明された。 
 
 
 
 
 
 

問 7 

問 9(1) 

1. 監査役会の開催を求め、対応を協議
する

2,365

2. 案件内容の報告を求める 2,240

3. 弁護士に相談する 589

4. 特に何もしない 24

他1. 外部の専門家に意見・鑑定等を
求める

26

他2. 適切な意思決定プロセスを求める 15

他3. 他の部署・役員等と情報共有をす
る

10

他4. Ｂ社について情報収集をする 9

他5. 取締役会で質問、対応等 6

他6. 取締役会での審議の延期を求め
る

4

79.1%

75.0%

19.7%

0.8%

0.9%

0.5%

0.3%

0.3%

0.2%

0.1%

％は有効回答数2,988に
対する割合

1. 買収先の業績見通し、事業計画、将来の見込
み

1,013 

2. 買収価格の決定過程、価格の妥当性 766 

3. 買収価格の計算根拠、金額 421 

4. 社長とCFOのみで進めた理由 296 

5. 買収の必要性・目的・経緯、Ｙ社事業との関係
等

261 

6. 買収のリスク評価 196 

7. 第三者による評価の有無 130 

8. 経営判断原則や善管注意義務の違反 128 

9. 会計監査人の指摘事項（投資スキーム等の問
題）

111 

10. 買収案件の内容や買収検討の体制等、契約
内容・条件、意思決定プロセス

95 

11. 他の取締役の意見 60 

12. デューデリの有無、結果 59 

13. 資料による説明、文書等の提出を求める 52 

14. 資金調達の方法 28 

15. シナジー効果 25 

16. Ｂ社の過去の業績内容、キャッシュフロー等 24 

35.7%

27.0%

14.8%

10.4%

9.2%

6.9%

4.6%

4.5%

3.9%

3.3%

2.1%

2.1%

1.8%

1.0%

0.9%

0.8%

％は有効回答数2,841に
対する割合
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問 10 は疑義のあるまま取締役会決議で買収が決定されてしまった後の対処、問 11 は数年後に当

該事案に対する疑義を表明した役員の更迭議案への

対処について質問したものである。 
 

 「取締役会で決定された買収案件の執行状況を監査

する」ことを 77.6%の回答者が選択しており、最低限

の措置を講じることが意識されていた。また、多数で

はないものの「差止め請求をする」も 16.1％存在した。

やはり、当該買収案件が将来重大な損失を被るリスク

が高く、取締役の善管注意義務が問われる可能性があ

る場合は、事後であっても監査権限の行使（差止請求

等）をすべきか検討する必要があろう。 
役員の担当替えの議案（問 11）については、「理由

や背景を質問する」が 71.7%、「不当な担当替えであ

ればその旨を意見表明する」が 57.6%と多数を占めた。ただ、このようなケースでは意見表明に対

し執行側が曖昧な対応をとることにより、事実解明が進まないことも十分想定されるので、状況次

第では「調査委員会等の立ち上げを提案する」（2.5％）などの対応も必要であろう。 
 
 
［意識調査］ 

問 12 では、不祥事の兆候を感知した場合の対応として日頃から心掛けていることを質問した。 
監査役が注力することとしては、平時においては関係者とのコミュニケーション・情報共有を挙

げる回答が多く、いざ不祥事の兆候を感知した場合は、調査・情報収集による事実確認を急ぐとと

もに、公正中立、毅然とした態度で臨むという回答が最も多かった。 
 
問 13～14 は、近時の重大な企業不祥事の発生を経た、監査役自身、もしくは監査役から見た執

行側の変化の状況について質問したものである。 
問 13 で、7 割超の回答者が、自身の心境に「大いに又は多少の

変化があった」と表明している。その理由として、「どこの会社

でも起こり得る」が半数以上に上り、次に「監査役に対する世間

からの風当たりが強くなった」が続いた。 
他方、「あまり又は全く変化はない」との回答の理由として、「こ

れまで自社では十分な対応策を施してきたから」が多数を占めた。

一連の企業不祥事が内部統制の限界と言われる経営トップの関

与する事件であったことを考慮すると、対応策

としては、内部統制の構築・運用のレベルだけ

でなく、コーポレート・ガバナンスの在り方と

いう観点から考えることも重要であろう。 
問 14 で、執行側の状況変化については、半数

が「特に変化は感じられない」という回答を寄

せているが、統制環境を確認する意味でも執行

側とコミュニケーションを取り、経営陣の意識

問 10 

問 13-1

問 14-1 

大いに

変化が

あった

23%

多少変

化が

あった

50%

あまり

変化は

ない

24%

まったく

変化は

ない

3%

1．特に変化はない

50%

2．コンプライア

ンス体制を

強化した、

又は強化を

検討している

19%

3．内部通報体制を

整備した、又は整

備を検討している

7%

4．内部統制システ

ムの基本方針を見

直した、又は見直し

を検討している

6%

5．内部統制システ

ムの運用状況につ

いての再点検を

行った

11%

6．社外取締役を選

任した、又は導入

の検討が開始され

た

3%

7．その他（問14‐2

で自由記載）

4%

1. 何もしない 110

2. 差止め請求する 482

3. 案件の執行状況を監査するよう計画
する

2,319

4. 自身が辞任する 108

他1. 監査役の意見を取締役会議事録
に記載するよう求める

162

他2. 弁護士等に相談する 70

他3. 代表取締役等に進言する、執行
側に監視・報告を要請

56

他4. 監査役会で対応を協議する 47

他5. 必要に応じて差止め請求する 47

他6. 監査役会の意見書を提出、監査
報告に留保意見を付す

46

他7. 引き続き監査する、注視する 43

3.7%

16.1%

77.6%

3.6%

5.4%

2.3%

1.9%

1.6%

1.6%

1.5%

1.4%

％は有効回答数2,988に
対する割合
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改革を促す必要があると考えられる。 
 
問 15 では、監査役は外部専門家の活用が難しいとの声があることを念頭に、活用に当たっての

支障の有無やその内容について質問した。 
 半数以上の回答者が「支障はない」と

回答している一方、「連絡方法がない」

（17.7%）、「費用がかかる」（8.9%）と

の回答も依然としてあった。コンタクト

先を確保するため、社外監査役のネット

ワーク等を有効に活用する等、各社の事

情に応じた対策が必要となろう。 
 
 
 
問 16 の不祥事対応全般に関する自由記載欄にも、様々な記載が多く寄せられた。 
全回答者の 1/3 を超える方が記

入しており、今回のアンケートを

通じての感想の他、不祥事には毅

然と、覚悟を持って対峙したいと

の意思表示がある一方、ケース 1、
2 で回答した通りに実際の事案で

行動できるか不安な思いも少な

からず表明されていた。 
特に、「執行部とのコミュニケ

ーションが重要」（135 名）、「予防

が大切」（100 名）、「統制環境の整

備が重要」（88 名）との意見、ま

た「監査役としての職責を全うす

るべく取り組んでいくほかない」

（93 名）等の覚悟の表明が多かっ

た。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

以上 

問 15 

問 16

56.4%

17.7%

8.9%

2.6%

3.0%
1.6%

2.9%

0.7%

2.5%

0.5%
2.1%

0 200 400 600 800 1,000 1,200 1,400

1支障はない、特になし

2弁護士や会計士などとの連絡方法がない

3費用、コスト

4社長など執行側の意向による、理解不足等

5事実関係を把握できるか

6情報が漏れるおそれ、守秘義務

7弁護士や会計士の質の問題

8人員不足

9分からない

10時間不足

11タイミングや重要度が分からない

％表示は有効回答数2,179に
対する割合
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28

21

66
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13

13

20

93

63

34

7
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12
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100

30

22

88

21

52

25

55

0 20 40 60 80 100 120 140

監査役同士の連携が必要

社外監査役とよく相談する、有効である

監査役として外部専門家を活用する体制が必要

社内の情報収集（体制整備）が重要

会計監査人との連携が重要

執行部とのコミュニケーションが重要

社内関連部署（内部監査等）との連携が重要

他社事例に学ぶ・知識吸収する

常識・モラルを重視、磨く

保身に回らない・身を賭す

独立を貫く

見逃さない・気づく（その能力を高める）

職務に忠実に・責任を全うする・行動する

毅然と、覚悟を持って

監査役として不祥事に適正に対処できるか不安を感じる

子会社・海外対応に課題不安あり

監査役制度の限界を感じる・人選の問題あり

内部統制の限界ではないか

経営トップの資質・評価が問題

予防こそが大切である

早期発見早期対応に努める

事後対応を中心に考える

統制環境（企業風土、社風、社長のメッセージ等）の整

備・浸透が重要

内部通報制度の活用・強化が必要

社内の教育・意識改革を重視

再発防止が重要

内部統制システムの整備をしていくしかない

有効回答数
1,031


